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第1表地域開発の変遷

































































































































































































































































































































① 価値体系の統合とその制度化を維持すること。（tomaintain the 








② 自己完結的な目標の充足ないし達成（consuma tory goal gra tifi 
ca ti on or a ttammen t〕
③ 目標の状態を達成するという目的にかなうように，環境を統制し適
応せしめること。（controllingand adaptmg the environment 





































③ 体系統合 (I〕 日社会的連帯性の確保と地域住民の相互協力の態
勢を整え，一定の目標に向って統合していくように誘導することo





















Decade, Resolution Adopted By the General Assembly, 1710〔XVI)19, 
Dec., 1961）であろう。（UmtedNations Development Decade, Proposal 





ーススタデイとしては， UnitedNations, Plannmg for Balanced Social and 
Economic Development, six country case stud児島 preparedby the De-
partment of Economic & Social Affairs. (E〆CN.5〆346〆Rev. 1, ST〆


































































(SJ R. M. Maciver, Community, 1917, pp 32 
（日1) M G. Ross. Community Organization, Theory and Pnnc1ples, 1955, 
岡村重夫訳「コミュニテイ・オーガニゼーション，理論と原則」全社協昭和38
年， 52-53頁
側 G.W. BlackWell，“A Theoretical Framework for Sociological Rese-
arch in Commumty Organization," Social Forces, Vol. 33 1954, pp. 58. 
(l) G. A. Hillery，“Defm1t1on of Commumty Areas of Agreement," Rural 
Sociology, Vol. 20, 1955, pp. 194-204. 
（防 マッキーパーはこり共同体意識（CommumtySentimenのをさらに三段階に
分ける。（R.M. Maclver, op. cit) 
① We-feeling （我々 意識〕・ 自分遣は同一地域に居住し，相互作用性をも
った生活行動によって生活している白であるという意識。







(l<) T Parsons & N J. Smelser, Economy and Society, 1956, pp 16-20 
富永健一訳「経済と社会」岩波書店昭和43年， 26 31頁，なお T.Parsons, 

















































































































































































































































































































































(1), （：司木内信蔵他編「日本田都市化」古今書院昭和39年， 19頁， 21頁
(3），任）大薮寿 「都市化と社会福祉」（『月刊福祉~ 50巻8号） 34頁
(5), (6）倉沢進「日本の都市社会」福村出版昭和43年， 26頁













































































































































































































































前者は国連の InternationalDefinition & Measurement of Stan-
<lards & Levels of Livmg, Report of a Committee of Experts 




はできなし、」と述べている。また Reporton the World Social Sisu-
at10n with special reference to the problem of balanced social 



































(2) E/CN 3/179, E/CN 5/299, New York, 1954 （黒沼稔訳「生活標準お
よび生活水準白国際定義および測定に関する報告，国連1954年」科学技術庁資源
局資料第'29号昭35年1月〕




















































































億円昭4和2～年4度6 建設省昭！2.和年3.2月2日閣議了解道路整備5ヶ年計画 6, 000 
港湾整備5ヶ年計画 ι500 !O～44 運輸省 40.8.27 閣議決定
住宅建設5ヶ年計画(670万戸） 41～45 建設省 41 7.29 " 
下水道整備5ヶ年計画 9,300 42～'46 建設省・厚生省 42.3.31 閣議了解
清画掃施設整備5ヶ年計 1,330 fl 厚生省 42 3.31 " 
治山事業5ヶ年計画 1,870 40、，44 農林省 40. 8. 27 閣議決定
i治水事業5ヶ年計画 I, 000 fl 建設省 fl " 
土地改良長期計画 26, 000 40～49 農林省 41. 3. 25 " 
森計林画資源le関する基本 fl fl 41 4. 1 " 
第3次漁港整備計画 1, ODO 38～45 fl 38 3.15 fl 
国鉄第3次長期計画 29,720 40～46 運輸省（国鉄〉 40 1. 22 閣議了解
電年信計電画話拡充第3次5ヶ 19, 000 38～42 郵政省（国鉄） 37.8. 9 経電営々委公員会社



































































道 路 25~42~4 ( 7) 1gs：~5 ~~5~g~ ci32日.236 0 0〕
都市計画 乱（2923.6〕 （弘24~08) ~~91~5 38.:65 (10 
港 湾 z!s~~~ ~~7~i5 ~~41~3 〕 dgo~。3~
農林水産 ~g0~60 
目3〕 ~o~§5 n5~~5 ~~~a~。9~
住 宅 ~~4~g5 z~:i~~~ no＇.~3 〕 ~~to~4。0〕
環境衛生 （~l~~~ 〔io9M ~~soig 〕 d6a80。5） 
厚生福祉 c~5~~3 （且334~3〕 1〔！o~~3 ciga2目5。1〕
治山治水 l~4~~7 〕 ~lo~g4 〕 c6:i4~s 〕 1r8o~g9 〕
海岸保全 13.13 3札083 da~§3 〕 c~8025。9〉(50.9〕 ( .7)
文教施設 ~~9~g~ ~~9~19 日） 10〔i／~5 201 65 (10.0 
失業対策 z~5~3 〕 ci75M 1~3~53 6) cr6o~b0 〕
災害復旧 8〔~7~~5〕 z~2~8~ t29~~5 ~~80590 .0〕
そ の 他 c99~？5 tl6'.36 日〉 ~~91~1 〕 1〔no~。i5
計 687,81 4~~9~§5 ~~5~i5 l, ngo~35 (45.4) 
(II〕公営企業 c5z:i~ ~~6I5 ~§弘.3~5 1~go:2。7〉
(I!）準公営企業 c96~62 〕 ~~s~i~ I~1;~9自6〉 1~b0~28 ( .0) 
（町〉収益事業投資 357 cn91S c16026〕4 (27.6) 
(V〕国民健康保険事業 387 2 935 c16036~ (28.9〕 ( 1.6〕 (69.
1 2 10 13 （＼~）公益質屋事業 ( 7. 7) (15.9) (7659〕 oo. o〕














33 fj, 872 ~i790 00) hM5 ~iggo 〕
34 8, 156 6〔，1~~9〕 L〔1~~5 ~i312 25〕
35 弘957 ~i~6 〕 I〔，1~I6〕 4〔，l~~〕） 
36 13, 099 l~， 770 186) ~21~5 (i~~5 
37 16, 902 I~i~is 〕 ~2§~5 自c2~~日〉











第 5 表投資主体~u行政投資 （単位億円〉
年 度｜投資主体｜事 業 費 A l国の資金負担分BI B/A （幼
国 1, 131 ( 19%) 1, 026 ( 39%) 91 
都道府県 2, 482 ( 43%) 1, 130 ( 42%〕 46 
33 市 町 村 2, 177 ( 38%) 504 ( 19%) 23 
~ 、 計 5, 790 (100%〕 2,6印（100%) 46 
国 3, 883 ( 25%) 3, 363 ( 47再〕 87 
都道府県 ι623 ( 43再〉 2,697 ( 37%〕 41 
38 市 町 村 4,961 ( 32丙〉 l, 154 ( 16%〕 23 






























































































市町村合併 6 60 
人口急増急減 21 12 
行政の方向づけ 129 (67%〕 5 (21%〕
行政の総合化 97 34 
議会の要請 3 
市民の要請 2 
県 。要 請 19 
産 業 振 興 11 2 
企業進出・誘致 3 (15河〕 15 (15%〕
新産・工特指定 12 IO 
広域計画からの要請 14 I 
財 政 再 建 45 
そ の 他 21 I 
338 (100出） 185 (100再〉
注① I 昭和品年総合計画センター「総合計函策定状記調査」












































































































































P. P. B. Sを応用できないかという問題である。
なお，本稿は昨年（44年〉春に完成したものであるため，一部のデータ
がすでに古いものとなっている。印刷化が遅れたため，古い素材を語るこ
とになってしまった不手際をおわひeする。
